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平成 29年 4月 24日 

建 築 都 市 局 

折尾地区総合整備事業における 

公共事業再評価等の実施について(報告) 

１．概 要 

折尾地区総合整備事業は、折尾駅を中心とした既成市街地を、学園都市や北九州

学術研究都市の玄関口にふさわしい地域拠点として再整備するため、連続立体交差

事業や街路事業、土地区画整理事業を一体的に行うものである。参考資料１

H16 年度の事業着手以降、10 年以上が経過し、H37 年度の事業完了に向けて

折り返した。 

その中で、連続立体交差事業については、H29 年 1 月に鹿児島本線の高架への

仮線切替を行い、大きな節目を越えたところである。 

連続立体交差事業は、街路事業や土地区画整理事業の工程と密接に関連しており、

折尾地区総合整備事業を進める上で「要」となっていることから、H34 年度の完

了に向けて、確実に進捗させていくことが重要である。 

一方で、事業費については、人件費や資材単価の高騰等による影響、現地の施工

条件等を踏まえた工法の見直し等に伴い増加することから、全体事業費の見直しが

必要となった。 

ついては、折尾地区総合整備事業について、当初計画に変更が生じたため公共事

業再評価等を行うものである。

２．折尾地区総合整備事業の見通し   

（１）H37年度における事業の見通し  参考資料２

・連続立体交差事業 ： H34年度完了 

・土地区画整理事業 ： H37年度完了 

・道路整備     ：  駅周辺の幹線道路、補助幹線道路、区画整理区域内の 

道路等の整備が約8割完了（側道は除く） 

残りの道路については、今後整備する駅周辺の状況を 

踏まえ、再検討 

これらにより、土地区画整理事業が完了するH37年度で、 

・踏切除去による交通渋滞の解消、地域分断の解消によるまちの一体化 

・駅や駅前広場整備による乗換え利便性の向上 

・密集市街地の解消による住環境の改善や防災性の向上  など 

当初想定した事業効果が概ね発現する見込みとなる。 
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（２）事業費 

当初(億円) 変更(億円)

事業費　計
H16～
H37(概成)

350 487

連続立体交差事業
（市負担のみ）

315 440

280 157

196 196

791 793

826 840

合　計（市負担のみ）

合計（JR九州負担含む）

連続立体交差事業
（JR九州負担含む）

　街路事業

　土地区画整理事業

（３）連続立体交差事業の増額要因   参考資料３ 

要因 増額 

①全国的な動向に係る要因  

（人件費、資材単価等の高騰による影響 など） 
40億円増 

②現地の施工条件を踏まえた工事内容の変更等に係る要因 

・既設構造物の撤去工事(騒音に配慮した工法に変更) 

・工法変更等に伴う調査設計費、電気設備工事の増額 など 

39億円増 

③安全対策に係る要因 

・道路交差部(折尾中間線、日吉台光明線)桁架設工事 

（仮設桁上でのコンクリート桁の製作・据付工法に変更）など 

23億円増 

④地域色を出すための景観対策等に係る要因 

 ・新駅舎のデザイン変更、防風スクリーン、ホーム上屋等の景観向上費の追加 など
21億円増 

⑤地質・地形等、詳細調査の結果による工事内容の変更等に係る要因

・西折尾法面切土、地盤改良の追加      など 
14億円増 

合  計 137億円増 

3．スケジュール（案） 

  Ｈ２９年 ５月     公共事業再評価に関する検討会議 

Ｈ２９年 ６月     市民意見の聴取（パブリックコメント） 

  Ｈ２９年 ７月     国への予算要望活動 



折尾地区総合整備事業 事業概要 

■折尾駅を中心とした既成市街地を学園都市の玄関口にふさわしい地域拠点とし

て再整備するため、 

・鉄道の高架化やトンネル化を行う「連続立体交差事業」  

・幹線道路の拡幅や駅前広場の整備などを行う「街路事業」 

・住環境の改善を目指す「土地区画整理事業」 

を一体的に実施する『折尾地区総合整備事業』を計画し、平成１６年度から  

整備を進めており、平成３７年度の完成を予定している。 

連続立体交差事業

街路事業（事業認可区域）

凡　　例

土地区画整理事業

折尾地区総合整備事業計画図（折尾駅周辺） 

新 折尾駅舎 

仮駅舎、暫定北口駅前広場 

北口駅前広場 

南口駅前広場 

連続立体交差事業

街路事業（事業認可区間）

区画整理事業

鹿児島本線

筑豊本線

短絡線

事業効果

参考資料１

鹿児島本線 

筑豊本線 

短絡線 



事業の見通し（H37年度 概成図）事業の見通し（H37年度 概成図） 参考資料２



①全国的な動向に係る要因 約４０億円増額
●全国的な建設需要の拡大に伴う、人件費や資材単価の高騰

建設工事費デフレーター
（人件費、資材単価等）の推移

②現地の施工条件を踏まえた工事内容の変更等に係る要因 約３９億円増加

●騒音に対する地元からの苦情等を踏まえ、
既設構造物の撤去工事を騒音に配慮した工法に変更
●工法変更等に伴う調査設計費、電気設備工事の増額 など
工法変更や工事の増加に伴い、調査・修正設計等の業務も増加
土木工事が増加した結果、夜間工事に伴うき電停止等、
関連する電気工事費が増加

③安全対策に係る要因 約２３億円増加
●道路交差部の桁架設工事
地元からの要請や警察と協議した結果、通行止めせずに車両を通しながら
工事を行う必要があったため、仮設桁を架設し、その上でコンクリート製の
桁を製作・据付ける等、工法を変更 など

④地域色を出すための景観対策等に係る要因 約２１億円増額
●地元や学識者からの新駅舎や高架橋デザインに関する意見等を踏まえ、
駅舎デザインの変更及び防風スクリーンやホーム上屋の景観対策を実施

⑤地質・地形等、詳細調査の結果による
工事内容の変更等に係る要因

約１４億円増額

●地形測量後、アンカー工法では施工が難しいことが判明し、
鋼管杭直壁工法に変更 など

現在線
計画線

当初：法面アンカー工法
変更：鋼管杭直壁工法

連続立体交差事業の増額要因について 参考資料３


